
平成27年度 第2回 
全国メディカルコントロール協議会連絡会 
＠平成27年12月4日（金）札幌コンベンションセンター  
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「消防庁における取組」 
 ～MC体制の実態調査、指導救命士・心肺蘇生法等の動向～ 

消防庁 救急企画室 
救急専門官 寺谷 俊康 



アウトライン 

1. 全国MC協議会連絡会とは（世話人会等） 
2. 救急業務のあり方に関する検討会 
3. MC体制等の実態調査（抜粋、速報版） 
 概要（扱っている内容、体制等） 
 通信指令員等 ※指導救命士は後述 

4. トピック 
 指導救命士 （WG・指導救命士テキスト・調査結果） 
 心肺蘇生・応急手当（WG・AED関連通知） 
 その他（感染症、e-カレッジ等） 
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全国メディカルコントロール協議会連絡会とは 

• 目的 
– 各地域におけるMC協議会に関係する機関が、課題を整理
し、自己評価及び他のMC協議会から学ぶことができるよ
う情報共有及び提言の場として開催する。 

 
• 世話人会とは 

– 各関係機関が抱える課題を整理し検討する会。 
– 関係学会及び団体・消防関係及び医療関係機関から推薦
される者で構成される。 

（消防関係機関) 消防庁、都道府県、全国消防長会、消防本部 
                 （埼玉県）  （札幌市消防局） （東京消防庁） 
 

※配布冊子の56ページをご覧ください。 
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平成２７年度 救急業務のあり方に関する検討会 検討事項 

 高齢化の進展等を背景として救急需要が増大し、病院収容時間が延伸する一方、 
  救急隊の増加には限界があり、今後、救急業務を安定的かつ持続的に提供していくためには、 
   ① 限りある社会資源を賢く活用し、公正に配分するとともに、 
   ② 救急業務の質の向上を通して適切なサービスを提供し、救命率の向上を図る 
  ことが必要。 

以上①②の目標を達成するため、以下の事項について検討を行う。 

 
 社会資源の有効活用の視点から、消防機関外の

資源の活用を推進するとともに、関係機関との連
携を強化する。 

 

 
 消防機関内部で救急業務の質の向上に向けた

取組を推進し、適切なサービスを提供する。 
   

目 標 ① 関 連  目 標 ② 関 連  

Ⅰ．消防機関以外の救急救命士の活用 
    消防機関に属しない救急救命士が、救急隊に引き継ぐまで

の処置等を担う仕組みを構築 
 
 

Ⅱ．救急車の適正利用の推進 
   限りある搬送資源を、緊急性の高い事案に優先して投入 
   するため、救急車の適正利用を推進する 
 
 

Ⅲ．緊急度判定体系の普及 （ＷＧ設置） 

   社会全体へ緊急度判定体系の普及を促進し、救急医療資

源を有効活用し、緊急性の高い傷病者を確実に搬送 
 

Ⅳ．個別事案の分析による、搬送時間延伸の 
   要因の解決 
    精神疾患、独居高齢者の搬送等、現場対応が困難な事

例について個別に調査分析 
 

Ⅴ．救急業務に携わる職員の教育 （ＷＧ設置） 

   指導救命士の養成に係るテキストの完成 

 

Ⅵ．蘇生ガイドラインの改訂への対応（ＷＧ設置） 
     一般市民･救急隊･通信指令員が行う応急処置等に関する 
   各種要領等の改訂   
    

Ⅶ．２０２０年東京オリンピック・パラリンピック  
競技大会への対応 

    外国人対応や熱中症対策等に関する課題について詳細
な実態調査に着手し、具体的な方策について取りまとめる 

 

新規 

継続 

継続 

新規 

新規 

新規 

継続 
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全国平均 ８分３０秒 

大規模施設： 
施設内 
防災センター等 

イベント時： 
救護所等 

救急隊出動 

回 復  

現場到着 

適宜 
情報共有 

救急隊への 
確実な 
引渡し 

傷病者の発生 

１．大規模複合施設等 
傷病者の発生後、ただちに救急救命士が駆けつけ、救急隊
到着までの間に迅速に処置を行い救急隊に引き継ぐ。 
 
 

２．イベント時 
各所に配置された救急救命士が、傷病者の発生後にただち
に駆けつけ、救急隊到着までの間に迅速に処置を行い救急
隊に引き継ぐ。また、必要に応じて巡回等を行うことで、熱中
症等の予防に資する。 

Ⅰ．消防機関以外の救急救命士の活用 

活用事例案 

観察・応急処置 
救急救命処置 
（１１９番通報） 
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救護所等の 
救急救命士 
が駆けつけ 

処置開始 

医療機関へ 
搬送 

＜期待される効果＞ 

• 救急救命処置が迅速に開始で

きる。 

• 場合によっては医療機関へ搬

送を開始するまでの時間が短

縮できる。 



Ⅱ．救急車の適正利用の推進 

 平成25年中の全国の救急車の出動件数は、590万9,367件で過去最多を更新している。また、119番通報から病院収容ま
での搬送時間の平均は39.3分と、年々延伸しており、今後、高齢化の進展等により救急需要はますます増大することが予想
されている。 
 そのような中で、平成25年中の全国の救急車の出動件数のうち、転院搬送が8.3%と出動件数全体に対し大きな割合を占
め、また件数においても前年との比較で1.4%増加しており、年々増加している。 
 全国の消防機関では、医療機関に対し、転院搬送における救急車の適正利用について継続的に理解を求めているが、実
際には効果が現れない状況がある。 
 その一因として、医療機関に傷病者の受け入れを求める側の消防機関が、医療機関側に救急車の適正利用を要請しても
限界がある。 
 また、地域医療支援病院については、「救急用又は患者輸送用自動車」を有することになっており、有効活用すべきものと
して地域医療支援病院の承認要件にも定められているが、現状としては、有効活用されているとは言い難い。 
さらに、過去においては、救急医療対策に関する行政監察（昭和59年10月5日総務庁）において、転院搬送に関する救急車

の利用については、「厚労省（当時）は、医療機関に対して、緊急性の乏しい患者の利用を避ける等救急車の適正な利用に
ついて、さらに指導を強化すること。」とされた経緯もある。 
 増大する救急需要対策として、限られた医療資源で住民サービスを低下させず、真に必要としている住民に対して救急車
を迅速的確に出動できるよう、医療機関の転院搬送にあたり国として下記事項を徹底するよう要望する。 

 １ 全国の医療機関に対して、転院搬送について、緊急性の乏しい患者の利用を避ける等救急車を 

   適正利用する事を徹底させること。 

 ２ 全国の地域医療支援病院に対して、「救急用又は患者輸送用自動車」の有効活用する事を 

   徹底させること。 

転院搬送                              全国消防長会からの要望（平成２７年６月１５日） 
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Ⅱ．救急車の適正利用の推進 

転院搬送に関する問題あり・・・５８６ 本部 ／７５１本部 （平成２７年２月実施 全国消防長会実施アンケートより） 

問題意識の内容： 

                                                  管轄区域外への転院搬送 

                                                     医師・看護師等の同乗要請に関する協力度 

                                                    緊急性のない転院搬送(検査目的や下り搬送等) 

                                               医療機関側の救急車適正利用に関する理解度 

                                         転院搬送件数の増加等 

               搬送先医療機関が決定していない状態での転院要請 

３５８ 本部 

３３２ 本部 

３２１ 本部 

２９５ 本部 

２５５ 本部 

８６ 本部  （複数回答） 

入院患者については、現に何らかの治療が施されており、救急隊によって入院患者を他の医療機関へ転院搬送することは、

一般的には法第二条第九項の救急業務に該当しないと解されているが、 

① 当該医療機関において治療能力を欠き、かつ 

② 他の専門病院に緊急に搬送する必要があり、 

③ 他に適当な搬送手段がない場合は、 

救急業務の対象になると解釈されている。（昭和４９年１２月１３日付け消防安第１３１号） 

救急業務として、転院搬送ができる場合について 

消防機関における意識調査 

転院搬送 
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Ⅱ．救急車の適正利用の推進 

町田市 

平成26年10月～（11月から本格始動） 

「病院救急車」出動件数：５１件（H26.10～H27.2） 

登録医療機関数：１４箇所 

登録患者数：５５名 

７月１日現在４病院４台の「病院救急車」が協力。 

葛飾区 

平成26年6月～ 

「病院救急車」出動件数：４０件（～H27.6.12） 

登録医療機関数：４０箇所 

登録患者数：３４４名 

現在２病院２台の「病院救急車」が協力。 

かかりつけ医が決まっており、かかりつけ医から病

気について十分な説明を受けている患者を登録し、

訪問看護師をはじめとする在宅療養の関わる職種

の方が患者の容態変化を感じた場合、かかりつけ

医に相談する。かかりつけ医が「病院救急車」を出

動させ、収容希望病院に診療情報を提供すること

で、すみやかに必要な治療を実施する。これにより、

在宅療養をしている市民の医療を市内で完結させ、

在宅へ戻ることを支援し、市内医療機関の連携を

強化することを目的としている。 

地域包括ケアシステムの事例 

葛飾区医師会ＨＰより 

消防機関の救急車以外の搬送資源の活用 
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指標 
 

Quality Indicator 
（インディケーター） 
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医師の指示、指導・助言
体制 

・特定行為の指示 
・処置の指導・助言 
・病院選定への助言 

再教育体制の整備 

・病院実習の実施 
・救急救命士の再教育
の実施 
・マニュアルの策定 
・トリアージ、医療機関選
定基準の修正 

プロトコルの策定 

・救急救命処置 
・緊急度・重症度判断 
・医療機関選定基準 
・搬送手段の選択 

事後検証の実施 

・救急活動記録表の検討 
・救急救命処置の効果検証 
・症例検討会の実施 
・搬送後の評価・分析 

P D 

C・S 

A 

MCコア業務 

地域の体制構築 
データー⇒インテリジェンス on 顔が見える関係 
 個別の頻回利用者対策 
 地域包括ケアシステムの構築 
 緊急度普及、住民への働きかけ 
  

 ICT化、ドクヘリ、ドクターカー 
 搬送実施基準策定、更新 
  

 地域医療ビジョン（病床再編）、医療計画等 13 



（１）対象 
 ① 全国の都道府県MC協議会 47（※） 

 ② 全国の地域MC協議会  251 
 ③ 全国の消防本部   750 

※地域MC協議会の役割を都道府県MC協議会が担っていることから、都道府県内に地
域MC協議会を設置していない都道府県は地域MC協議会にも重複計上した。 

 
  

（２）調査方法  
 ・上記①～③毎に合わせた調査票を使用 
 ・実施時期 ：平成27年8月26日～9月25日 
 ・基準日  ：平成27年8月１日 
 

調査方法 
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ＭＣ協議会開催状況（平成26年度） 
（都道府県ＭＣ） 

ＭＣ協議会実態調査結果概要 

15 

（地域ＭＣ） 

  件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

総会 47 1.6 0.9 1.0 6 0 

下部部会 45 4.7 5.3 3.0 25 0 

  件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

総会 250 1.6 1.2 1.0 12 0 

下部部会 244 4.3 6.7 2.0 48 0 



取り扱った議題（複数回答） 
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（都道府県MC） （地域MC） 

ＭＣ協議会実態調査結果概要 

  H25年度調査 
  (n=234) 



事務局の構成人数 
（都道府県ＭＣ） 
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（地域ＭＣ） 

  件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

都道府県消防防災主管部局 47 2.7 1.5 3.0 6 0 

都道府県衛生主管部局 43 1.5 1.6 1.0 8 0 

その他 24 0.1 0.6 0.0 3 0 

  件数 平均値 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

消防本部 243 3.0 2.6 3.0 22 0 

その他 189 1.3 1.7 1.0 9 0 

ＭＣ協議会実態調査結果概要 



構成員と人数（消防関係者及び医療関係者） 

  
都道府県ＭＣ協議会 地域ＭＣ協議会 

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値 

①救命救急センターの医師 5.1 4.7 3.0 1.8 2.8 1.0 

②救命救急センター以外の救急科専門医 1.9 2.1 1.0 1.5 2.9 1.0 

 ②のうち医師会の医師 0.6 1.9 0.0 0.4 1.2 0.0 

 ②のうち保健所の医師 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 

③救急科以外の医師 8.5 7.3 7.0 9.1 9.4 8.0 

 ③のうち医師会の医師 2.3 2.5 2.0 3.8 3.3 3.0 

 ③のうち保健所の医師 0.5 1.2 0.0 1.1 1.0 1.0 

④都道府県衛生主管部局の課長等 1.5 1.0 1.0 0.8 1.1 1.0 

⑤都道府県消防防災主管部局の課長等 1.4 0.9 1.0 0.8 0.7 1.0 
⑥消防本部の消防長、救急担当部課長等 
 (管理監督者) 

6.7 3.8 6.0 3.4 2.6 3.0 

⑦都道府県の要綱等で定めた指導的立場の 
 救急救命士 

1.1 5.7 0.0 0.3 0.9 0.0 

⑧消防本部の通信指令担当課長 0.0 0.0 0.0 0.2 0.6 0.0 

⑨その他 3.7 6.6 2.0 3.3 11.7 0.5 

（都道府県ＭＣ、地域ＭＣ） 
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ＭＣ協議会実態調査結果概要 



（都道府県ＭＣ、地域ＭＣ） 
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（１）麻酔科医師が構成員となっている 
 ・21都道府県ＭＣ協議会 
 ・75地域ＭＣ協議会 
  

（２）精神科医師が構成員となっている 
 ・11都道府県ＭＣ協議会 
 ・11地域ＭＣ協議会 
 
（３）法曹関係者（弁護士）が構成員となっている 
 ・1都道府県ＭＣ協議会 
 ・2地域ＭＣ協議会 
  

（４）女性防火クラブ等が構成員となっている 
 ・2都道府県ＭＣ協議会 
 ・1地域ＭＣ協議会 

構成員と人数（詳細な内訳） 

ＭＣ協議会実態調査結果概要 



ＭＣ医師の配置・必要性 
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（都道府県MC） 

必要性を感じているか 
（都道府県MC） 

ＭＣ協議会実態調査結果概要 

現在、配置しているか 



通信指令システムへのAED設置場所登録 
（消防本部） 

通信指令員の教育について 
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ＡＥＤ設置場所情報の口頭指導時の活用 
（消防本部） 



口頭指導に係る事後検証の実施 
（地域ＭＣ） 

（消防本部） 
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通信指令員の教育について 



教育の実施（通信指令員に対して） 
（都道府県ＭＣ） 
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（地域ＭＣ） 

通信指令員の教育について 

（消防本部） 

教育指導者（通信指令員に対して） 
（消防本部） 

（複数回答） 
 

H27年度調査(n=251) 

H27年度調査(n=47) 

H27年度調査(n=750) 



通信指令室への救急救命士の配置 
（消防本部） 
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通信指令員の教育について 



「通信指令員の救急に係る教育テキスト」の活用 
（地域ＭＣ） 

（消防本部） 
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通信指令員の教育について 



アウトライン 

1. 全国MC協議会連絡会とは（世話人会等） 
2. 救急業務のあり方に関する検討会 
3. MC体制等の実態調査（抜粋、速報版） 
 概要（扱っている内容、体制等） 
 通信指令員等 ※指導救命士は後述 

4. トピック 
 指導救命士 （WG・指導救命士テキスト・調査結果） 
 心肺蘇生・応急手当（WG・AED関連通知） 
 その他（感染症、e-カレッジ等） 
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平成26年３月：「指針」の策定 
• 指導救命士教育、救急隊員生涯
教育、通信指令員教育について
整合 

• システム（体系）として教育全
般に係る事項を提示 
– 生涯教育の必要性 
– 教育理念、目的や目標 
– 統一的な教育項目 

全国の消防本部における教育の質の向上・均てん化⇒質の高い救
急活動が実現⇒地域住民の健康と生命を守る！ 
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 テキスト作成経緯 
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「救急業務のあり方に関する検討会（第2回）」に報告後、12月に全国の消防本部に配布予定 

○ 平成26年 7月  「平成26年度救急業務のあり方に関する検討会（第1回）」において指導救命士テキスト 

             作成のためのWG設置 

○ 平成26年 3月   「平成26年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」において「指導救命士の養成 

             に係るテキスト【骨子版】」を提示 

○ 平成27年 7月 「平成27年度救急業務のあり方に関する検討会（第1回）」において指導救命士WGを設置 

○ 平成27年 8月 指導救命士WG（第1回）開催 

○ 平成27年11月   指導救命士WG（第2回）開催 

  

   救急業務に携わる職員の教育 Ⅴ 
 指導救命士の養成に係るテキスト作成状況報告 

成果物について 



 テキストの構成においては、地域特有の事情を反映した教育が実施されるようにその位置づけを明確化する

とともに、各所において本テキストだけでなく追加的な取組が必要であることを強調 
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本テキストの見方・使い方 
Ⅰ 知識 
  第１ 医学と教育 
  第２ 消防行政 
  第３ 救急実務 
  第４ 救急業務の研究 
  効果確認 
Ⅱ 技術 
  第１ 現場活動総論 
  第２ 救急活動各論 
  効果確認 
Ⅲ 指導 
  第１ 救急概論 
  第２ 救急技法 
  効果確認 
Ⅳ 連携 
  第１ 救急救命士の再教育 
  第２ 救急活動事後検証 
  効果確認 
Ⅴ 総合シミュレーション 
  総合シミュレーション 
  今後に向けて  

テキストの構成  地域特有の事情を反映した教育が実施されるように、「本テキ
ストで示されているのは基本となる考え方であり、地域の実情を
踏まえた研修計画の策定を期待する」旨を明記 

 本テキストの特徴として「現場で活動する救急救命士自らの手
により執筆された点」を強調。今後、地域での取組を踏まえ改訂
することも想定 

 指導救命士養成カリキュラムに示された研修項目について「ね
らい」「到達目標」「ポイント」等を記載。「平成26年度救急業務に

関するあり方検討会報告書」参考資料であった「指導救命士の
養成に係るテキスト（骨子版）」を具体化する形で作成 

 加えて各章末に効果確認のための参考の方法を記載 

 指導救命士自身にとっても生涯教育が重要であることを示すた
めに「指導救命士としての活躍に向けて」「個としての向上に向
けて」の２面から今後必要な取組の例を記載 

 「指導救命士としての活躍に向けて」では組織内での活動や医
療機関との連携等について記載 

 「個としての向上に向けて」では学習項目として幾つかの論点を
提示 

 指導救命士の養成に係るテキスト作成状況報告 

テキストの構成とイメージ 

   救急業務に携わる職員の教育 Ⅴ 
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指導救命士の認定状況 

  ⇒認定を開始しているのは、石川県、山梨県、三重県、奈良県、鳥取県、熊本県 

指導救命士の認定について 
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6 41 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
認定している 認定していない 

指導救命士の配置 

  ⇒配置を開始しているのは全国38消防本部  

   （石川県：3/11消防本部、山梨県：2/10消防本部、三重県：15/15消防本部、奈良県：3/3消防本部、 

    鳥取県：3/3消防本部、熊本県：12/12消防本部） 

指導救命士の配置状況について 

38 712 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
配置している 配置していない 

都道府県MC 

消防本部 

 アンケート調査結果抜粋   

   救急業務に携わる職員の教育 Ⅴ 

※ 平成27年度実施「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」による 

※ 平成27年度実施「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」による 

※ H27.8.1現在 

※ H27.8.1現在 



指導救命士の認定者数（配置済みの38消防本部） 

    ⇒認定者数は１～２人の消防本部が多いが、多いところでは７～８人が認定されている 

    ⇒全国では、38消防本部で合計93名が指導救命士として認定されている 

指導救命士の配置状況について 
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消防本部 

指導救命士を認定していない自治体の状況 

指導救命士の認定開始時期（まだ認定を開始していない41都道府県） 

    ⇒ 10県では今年度中に認定開始予定である。他方で約半数の都道府県で時期が未定である 

10 10 21 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
平成27年度内 平成28年度以降 未定 

都道府県MC 

 アンケート調査結果抜粋  

   救急業務に携わる職員の教育 Ⅴ 

9 18 4 4 1 1 1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ７人 ８人 

※ 平成27年度実施「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」による 

※ 平成27年度実施「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」による 

※ H27.8.1現在 

※ H27.8.1現在 



アウトライン 

1. 全国MC協議会連絡会とは（世話人会等） 
2. 救急業務のあり方に関する検討会 
3. MC体制等の実態調査（抜粋、速報版） 
 概要（扱っている内容、体制等） 
 通信指令員等 ※指導救命士は後述 

4. トピック 
 指導救命士 （WG・指導救命士テキスト・調査結果） 
 心肺蘇生・応急手当（WG・AED関連通知） 
 その他（感染症、e-カレッジ等） 
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応急手当関連のトピック 
●ガイドライン2015 ⇒後述 
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●AED設置登録情報の有効活用等について 
 （平成27年8月25日消防救第119号） 
  ①日本救急医療財団が把握するAED設置登録情報の入手及び活用について 
  ②日本救急医療財団全国AEDマップを用いた情報提供の推進について 
  ③AEDの設置場所に関する情報の通信指令システム及び口頭指導における活用の    
   推進について 
  ④AED設置登録情報の適正化と有効活用するための環境整備 
  

緑：精度A 
「点検担当者の配置あり」、「新規登録日（情報
更新日を含む）から2年未満」及び「ピンの移動
歴あり」 

黄：精度Ｂ 
「点検担当者の配置あり」及び「新規登録日（情
報更新日を含む）から2年以上4年未満を経過」、
ただし、ピンの移動歴は問わない 

赤：精度Ｃ 「点検担当者の配置なし」又は「新規登録日
（情報更新日を含む）から4年以上を経過」  
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※発表後通知発出 

※ 発表前から情報

収集し、検討し、
発表後通知発出 

   ＪＲＣ蘇生ガイドライン2015の改訂への対応 Ⅵ 
国際コンセンサス２０１５（CoSTR）発表 

（２０１５．１０．１６） 

ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５発表 
オンライン版 （２０１５．１０．１６ 正午）  

『救急蘇生法の指針（市民用）』の改訂

により影響を受ける項目の検討 

『救急蘇生法の指針（医療従事者用）』の
改訂により影響を受ける項目の検討 

ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５に沿った心肺蘇生法への移行・実施 

ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５発表 

完成版 （２０１６．２予定）  

日本救急医療財団心肺蘇生法委員会 

『救急蘇生法の指針（市民用）』発表 

日本救急医療財団心肺蘇生法委員会 

『救急蘇生法の指針（医療従事者用）』発表 

２０１５年 

２０１６年度以降 
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１ 『救急蘇生法の指針（市民用）』の改訂に基づいた対応について 

 救急蘇生ワーキンググループ検討項目 

• 一般市民が行う心肺蘇生法の変更点について 
• 口頭指導要領の改訂について 
• 救急隊員の行う心肺蘇生法（一般市民が行う心肺蘇生法と重なる部分）の変更について 

２ 応急手当の普及啓発活動について 

• 応急手当普及員の認定について（教員の職にある者に対する養成講習） 
• 応急手当普及員と応急手当指導員を他地域で取得した者の取り扱いについて 
• 講習体系等の変更（熱中症を含む事故予防の追加、講習時間の短縮）とファーストエイドについて 

   ＪＲＣ蘇生ガイドライン2015の改訂への対応 Ⅵ 
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 JRC救急蘇生ガイドライン2015主な変更点と追加点 

Ｇ2010 Ｇ2015 

心
停
止
の
認
識 

・傷病者に反応がみられず、呼吸をしていない、あるいは死戦期呼吸
の傷病者に対してはただちに、胸骨圧迫を開始する。 
 

・心停止かどうかの判断に自信が持てない場合も、心停止でなかった場
合の危害を恐れずに、ただちに胸骨圧迫を実施する。 
（以下、追加点） 
・非心停止傷病者に対して、胸骨圧迫を開始したとしても重篤なリスクは
生じない。 
・１１９通報をした救助者は、通信指令員から心停止の判断とＣＰＲにつ
いて口頭指導を受けることができる。なお、反応の有無について迷った場
合も、１１９通報して通信指令員に相談する。     

人
工
呼
吸 

・人工呼吸ができる場合は、３０：２の比で胸骨圧迫に人工呼吸を加え
る。 

・人工呼吸の訓練を受けており、それを行う技術と意思がある場合は、 
３０：２の比でＣＰＲを実施する。 

胸
骨
圧
迫 

・胸骨圧迫のテンポは１分間に少なくとも１００回。 
・胸骨圧迫の深さは少なくとも約５ｃｍ 
・人工呼吸時など、胸骨圧迫の中断時間は最小にすべきである。 

・胸骨圧迫のテンポは１分間に１００～１２０回 
・胸骨圧迫の深さは約５ｃｍ（ただし６ｃｍを超えない） 
・人工呼吸時など、胸骨圧迫の中断時間は１０秒未満にする。 

通
信
指
令
員
の

教
育 

・通信指令員が心停止を見分ける能力を高める方法と教育方法を検
討すべきである。 

・通信指令員は、傷病者に反応がなく、正常でない呼吸をしているかどう
か確認し、反応がなく、呼吸が正常でない場合は、通報時点でその傷病
者が心停止であるものとみなすことは理にかなっており、その状態を見
分けるための教育を受けることを推奨する。この教育には死戦期呼吸の
重要性を含めるべきである。 

デ
ブ
リ
ー

フ
ィ
ン
グ
の

実
施 

記載なし ・成人と小児の院外心停止に対する救命処置終了後に、救助者に対し、
データに基づいて、救命処置の質に焦点を当てたデブリーフィング（振り
返り）を行うことを提案する。 

フ
ァ
ー
ス

ト
エ
イ
ド 

記載なし ・急な病気やけがをした人を助けるためにとる最初の行動である「ファー
ストエイド」の章を新たに設けて、その普及のための教育の必要性に言
及した。 

   ＪＲＣ蘇生ガイドライン2015の改訂への対応 Ⅵ 



アウトライン 

1. 全国MC協議会連絡会とは（世話人会等） 
2. 救急業務のあり方に関する検討会 
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【エボラ出血熱】（平成26年度） 
●発生状況 

 平成26年、西アフリカを中心にエボラ出血熱の感染が拡大し、欧米においても感染地域からの帰国者の感染や二次感染が発生。 
 平成27年10月14日付けWHO報告によると、患者総数28,490名（うち死亡者数11,312名）10月11日までの1週間に、エボラ出血熱

確定患者の報告はありません。これで2週間続けて、確定患者がゼロとなります。 
●消防庁の対応 

 10月28日各都道府県消防防災主管部(局)宛て「エボラ出血熱の国内発生を想定した消防機関における基本的な対応について(依頼)」発出
⇒平成27年9月18日に改正 

 ※ 消防機関の基本的な対応 
 ・ 全ての傷病者に対して標準感染予防策を徹底 
 ・ 救急要請時に発熱症状又はエボラ出血熱を疑うその他の臨床症状（嘔吐、下痢、食思不振、全身倦怠感等）を訴えている者に  
   ついては、過去１ヶ月以内の渡航歴の有無及びエボラ出血熱に関する健康監視対象者用指示書の有無の確認を行い、エボラ出  
       血熱の健康監視対象者であることが判明した場合は、本人に自宅待機を要請するとともに、直ちに保健所に連絡し対応を引き 
   継ぐ（現場到着時に判明した場合も同様） 
 10月29日「消防庁エボラ出血熱緊急対策連絡会議」を設置 

 11月28日厚生労働省との間で共同文書「エボラ出血熱患者の移送に係る保健所等に対する消防機関の協力について」を締結し、それぞれ
各都道府県消防防災主管部(局)・衛生主管部(局)宛発出 

 ※   消防機関が移送に協力するに当たり、保健所が行うべき主な事項（共同文書より） 
 ・ 移送の実施の決定及び入院医療機関の選定 
 ・ その責任において移送車両に医師を同乗させること等により、患者及び移送に当たる職員  
   を医学的管理下に置いた上で移送を行うこと 
 ・ 移送が終了した後の移送に当たった職員等の健康管理、車両の消毒及び廃棄物の処理 
 ・ 移送に係る費用負担 

●過去の疑似症発生例 
 10月1日現在、９件の疑似症が発生しているが検査結果はいずれも陰性 

感染症法の対象となる感染症（エボラ出血熱や中東呼吸器症候群(MERS)、鳥インフルエンザ等）が発生した場合には、感染症の 
予防及び感染症患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第21条の規定により取り扱いが定められており、患 
者（疑似症を含む）の医療機関までの移送は、都道府県知事（保健所設置市の場合は市長又は区長）が行う業務とされている。  
しかしながら、消防機関が傷病者を搬送後、その感染症に感染していたと判明する場合など、救急業務の中で感染症患者と接する 
ことがあり得るため、消防機関における基本的対応等について技術的助言を行っている。 

感染症への対応① 
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【新型インフルエンザ】 
 
●平成24年「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が成立し「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」が閣議決定された。消防庁にお
いても病原性の高い新型インフルエンザ等の発生に備え、業務継続計画等の策定・見直しや、医療機関、衛生主管部局との連携体制につい
て確保を図ることとしている。 

 
●消防庁の動き 
・政府の訓練と連動した訓練の実施 
・発生時の各消防本部に対する情報提供 等 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 

【MERS】（平成27年度） 
 

 
●発生状況 
 平成24年、アラビア半島諸国を中心に患者発生の報告がされ、平成27年5月韓国で患者が多数発生。10月12日付けＷＨＯ報 
 告によると1,595名の診断確定者、うち少なくとも571名死亡。韓国では医療機関における院内感染対策の不徹底等により医 
 療従事者や同じ病棟の患者やその家族に二次感染が多数発生している。（10月１日現在、患者は186名、死亡者は36名、韓 
   国政府は７月２８日に独自に終息宣言を発表している。） 
 

●消防庁の対応 
 各都道府県消防防災主管部(局)宛て6月3日「韓国における中東呼吸器症候群（MERS）の発生について」発出 
 ・情報収集を促すとともに、消防機関と保健所との連絡体制構築に係る基本的な対応を定め周知 
 
 6月9日「韓国における中東呼吸器症候群（MERS）の発生について」発出 
  ・救急要請時及び現場活動時にＭＥＲＳ健康監視対象者を覚知した場合に保健所に連絡し対応を引き継ぐ等の対応を含め、消防 
  機関と保健所との連絡体制構築に係る基本的な対応を定め周知 
 
 ９月18日「中東呼吸器症候群（MERS）の国内発生時の対応について」発出 
  ・７月５日以降、韓国で新規患者の報告がされていないこと等を受けて、６月３日通知を廃止し、基本的な対応を再周知。 
 （消防機関における基本的な対応については変更なし） 
 

感染症への対応② 
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○熱中症の救急搬送の状況 

H20 23,071人 

H21 12,971人 

H22 56,184人 

H23 46,502人 

H24 45,773人 

H25 59,105人 

H26 41,518人 

H27 56,210人 

調査開始からの搬送人員数の状況 

各年度により調査開始時期が異なります。 

熱中症への対応 
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          初診時における傷病程度（割合）

重症

2.4%

中等症

33.1%

軽症

63.6%

その他

0.7%

56,210 

熱中症

搬送人員

人

死亡

0.2%

577 370 510 465
1,259

618 837 710 714
487

3,213

6,265

7,779

12,064
11,570

4,150

2,429

666 566 305 244 260 152
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平成27年の熱中症による救急搬送状況（週別推移）－グラフ

平成27年4月27日～10月4日(確定値)
（人）

　　                     年齢区分（割合）

乳幼児

0.9%

少年

13.1%

成人

35.8%

高齢者

50.2% 56,210 

熱中症

搬送人員

人

新生児

0.0%



○  熱中症による救急搬送状況について公表するとともに、国民に向けた情報提供により熱中症予防を推進 

○  2020年東京オリンピックパラリンピック競技大会開催に向けて、日本の気候に慣れていない外国人に対する 

   熱中症対策強化について検討 

○消防庁からの情報発信 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・週間及び月間で救急搬送の状況を     ・消防庁ツイッターによる情報発信 

  とりまとめ公表                      （平日毎日） 

                                          ・熱中症対策リーフレットを 

                                           作成し、全国に配布（80万部） 

○熱中症予防のポイント 
・熱中症を予防するには、こまめな水分補給、エアコン・扇風機を用いた室温調整及び適度な休憩をとること等が大切。 

 また、高齢者は暑さを自覚しにくいため、喉の渇きを感じにくく、小さな子供は汗腺が未熟なため、体温調整がしにくいという 

 特徴があり、年齢に応じた対策が重要。 

○2020年東京オリンピックパラリンピック競技大会に向けて 
・平成2７年度救急業務のあり方に関する検討会において、訪日外国人に向けた熱中症対策について検討 

・多言語による啓発活動の推進 等 

熱中症
バナー 

消防庁ホームページでのデータ公表 ツイッターによる呼び掛け リーフレットの配布 

熱中症への対応 
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まとめ 

1. 全国MC協議会連絡会とは（世話人会等） 
2. 救急業務のあり方に関する検討会 
3. MC体制等の実態調査（抜粋、速報版） 
 概要（扱っている内容、体制等） 
 通信指令員等 ※指導救命士は後述 

4. トピック 
 指導救命士 （WG・指導救命士テキスト・調査結果） 
 心肺蘇生・応急手当（WG・AED関連通知） 
 その他（感染症、e-カレッジ等） 
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ありがとうございました 

質問等あればご気軽にお寄せください 
 現場がワークするための仕組みづくりに努めて 
 まいりますので、引き続きご協力をお願いします。 
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ダウンロード可能・スマートフォンによる視聴可能 

消防庁e-カレッジ 【http://open.fdma.go.jp/e-college/ 】 
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